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■地方の移動手段をめぐる現状と今後に向けた基本的考え方

○高齢者の運転免許の返納も増える中、移動手段の受け皿の確保が重要となっ
ているにもかかわらず、人口減少の本格化、運転者不足の深刻化等に伴い、
公共交通の維持が容易ではなくなっている。

○観光による地域振興を図る上でも、旅行者を含む地域外の来訪者にとって利
用しやすい移動手段の確保に努めていく必要がある。
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■地域公共交通網形成計画の策定状況（令和2年3月末時点）

○令和2年3月末時点で、585件の地域公共交通網形成計画が策定されている。
○網形成計画の策定主体は、市町村単独によるものが約9割を占めており、都
道府県等による広域的な計画は十分に進んでいない。

○地域ごとに現状の把握や目標設定の方法等を含め粗密であり、PDCAを着実
に進める観点から、より一層の具体性・客観性や、分かりやすさ等が必要。

（国土交通省作成資料より） 3



■地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部改正

○地方公共団体による「地域公共交通計画」（マスタープラン）の作成

・地方公共団体による地域公共交通計画（マスタープラン）作成を努力義務化
・従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輸送資源（自家用有償運送、
福祉輸送、送迎サービス等）を位置づけ
⇒地域の移動ニーズにきめ細やかに対応
（情報基盤の整備・活用やキャッシュレス化の推進にも配慮）

・定量的な目標（利用者数、収支等）の設定、毎年度の評価等
⇒データに基づくPDCAを強化

○地域における協議の促進

・乗合バスの新規参入等の申請があった場合、国が地方公共団体に通知

・地方公共団体は、協議会で議論し、国に意見を提出。

（国土交通省作成資料より）

公布：令和2年6月3日、施行：公布から6ヶ月以内
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■地域公共交通活性化再生法の基本スキーム（改正後）
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■コンパクト・プラス・ネットワークのための計画制度

（国土交通省作成資料より）
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○コンパクトな都市構造のイメージ（コンパクト・プラス・ネットワーク）



■地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実

○輸送資源の「総動員」による移動手段の確保（地域に最適な旅客運送サービスの継続）

・路線バス等の維持が困難と見込まれる段階で、地方公共団体が、関係者と協
議してサービス継続のための実施方針を策定し、公募により新たなサービス
提供事業者を選定する「地域旅客運送サービス継続事業」を創設
⇒従前の路線バス等に代わり、地域の実情に応じて旅客運送サービスの継続
を実現（下記①～⑥の例）

（国土交通省作成資料より）
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■地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実

・過疎地等で市町村等が行う自家用有償旅客運送について、バス・タクシー事
業者が運行管理、車両整備管理で協力する制度を創設
⇒運送の安全性を向上させつつ、実施を円滑化

・地域住民のみならず観光客を含む来訪者も対象として明確化
⇒インバウンドを含む観光ニーズへも対応

○輸送資源の「総動員」による移動手段の確保（自家用有償旅客運送の実施の円滑化）
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■地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実

・鉄道や乗合バス等における貨客混載を行う「貨客運送効率化事業」を創設
⇒旅客・貨物運送サービスの生産性向上を促進

○既存の公共交通サービスの改善の徹底（貨客混載に係る手続の円滑化）

（国土交通省作成資料より）
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■地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実

【現状】
・地方都市のバス路線では、不便な路線・ダイヤや画一的な運賃が見直しされ
にくく、利便性向上や運行の効率化に支障

・また、独占禁止法のカルテル規制に抵触するおそれから、ダイヤ、運賃等の
調整は困難

【改正案】
・「地域公共交通利便性増進事業」を創設
⇒路線の効率化の他、「等間隔運行」や「定額制乗り放題運賃」「乗りつぎ
割引（通し運賃）」等のサービス改善を促進

・併せて、独占禁止法特例により、乗合バス事業者間等の共同運営について、
カルテル規制を適用除外する特例を創設

○既存の公共交通サービスの改善の徹底（利用者目線による路線の改善、運賃の設定）

（国土交通省作成資料より） 10



■地域の移動ニーズにきめ細かく対応できるメニューの充実

・MaaSに参加する交通事業者等が策定する新モビリティサービス事業計画の
認定制度を創設
⇒交通事業者の運賃設定に係る手続きをワンストップ化

・MaaSのための協議会制度を創設
⇒参加する幅広い関係者の協議・連携を促進

（国土交通省作成資料より）

○既存の公共交通サービスの改善の徹底（MaaSの円滑な普及促進に向けた措置）
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